
                                     

  

平成 27 年６月 22 日 

各  位 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

主要株主である筆頭株主の異動の予定に関するお知らせ 

 
平成27年６月23日付で、当社の主要株主である筆頭株主の異動が見込まれますので、下記の

とおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．異動が生じる経緯  

当社の主要株主かつ筆頭株主であるＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合を運営して

いるフレンドリー・パートナーズ株式会社より、本日、同組合が保有する当社普通株式の一

部を売却する予定である旨の連絡があり、以下のとおり主要株主である筆頭株主に異動が生

じる予定です。 

 

２．異動予定年月日  

平成27年６月23日       

 

３．異動する株主の概要     

(1）新たに主要株主である筆頭株主となる株主の概要 

① 名称  株式会社滋慶 

② 所在地  大阪府大阪市中央区島之内 1-10-15 滋慶ビル 

③ 代表者の役職・氏名  代表取締役社長 田仲 豊徳 

④ 事業内容  その他の投資業 

⑤ 資本金  100,000 千円 

 

(2）主要株主である筆頭株主に該当しなくなる株主の概要 

会 社 名 イ ン ス ペ ッ ク 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 菅 原  雅 史 

（コード番号：6656 東証マザーズ） 

問合せ先 取締役管理本部長 冨 岡  喜 榮 子 

 ＴＥＬ 0187-54-1888（代表） 

① 氏名 ＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合 

② 住所 東京都千代田区丸の内二丁目２番１号 

③ 設立根拠等 これまで培った企業経営の経験・知識を生かし企業の経営・再生

事業を投資という形で実現させる目的で設立した投資事業有限責

任組合契約に関する法律に基づき設立された組合 

④ 組織目的 日本国内の上場企業への投資 
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４．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）および総株主の議決権の

数に対する割合 

(1）株式会社滋慶 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2）ＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) ① 総株主等の議決権の数に対する割合は、平成 27年４月 30日現在の発行済株式総

数2,601,300 株から議決権を有しない株式数を控除した26,012個に基づき算出し

ております。 

② 総株主の議決権の数に対する割合は、少数点以下第三位を切り捨てております。 

③ 異動後の大株主順位は、平成 27年４月 30 日現在の株主名簿を基準として、当社に

おいて推定したものです。 

⑤ 組成日 平成25年９月30日 

⑥ 出資の総額 180,000 千円 

⑦ 出資者・出資比率・概

要 

1．梶 弘幸 75.0％  

東京都中央区  

個人投資家 

2．LITパートナーズ株式会社  15.00％  

東京都千代田区丸の内二丁目２番１号  

代表者 代表取締役 矢口 真一 

事業内容 第一種不動産仲介業、投資助言・代理業 

3．フレンドリー・パートナーズ株式会社（無限責任組合） 10.00％  

東京都千代田区丸の内二丁目２番１号  

⑧ 無限責任組合員概要 名称 フレンドリー・パートナーズ株式会社  

所在地 東京都千代田区丸の内二丁目２番１号 岸本ビルヂング 

2Ｆ  

代表者 代表取締役 古川 勝博  

事業内容 投資事業組合運営業務 

  
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の

数に対する割合 
大株主順位 

異動前 

（平成27年6月22日現在） 

  2,713 個 

（271,300 株） 
10.43% 第２位 

異動後 
  2,713 個 

（271,300 株） 
10.43% 第１位 

  
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の

数に対する割合 
大株主順位 

異動前 

（平成27年6月22日現在） 

  3,000 個 

（300,000 株） 
11.53% 第１位 

異動後 
  2,000 個 

（200,000 株） 
 7.69% 第３位 
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５．今後の見通し  

本件主要株主である筆頭株主の異動による当社業績への影響はありません。 

 

 以上 
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